
　　　　令和３年度の固定資産税・都市計画税を軽減します
問�税務課　☎・有(582)1115　5(583)9738

ひとり親世帯臨時特別給付金を支給します

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、負担が大きくなっているひとり親世帯の人に対し、臨時特別給
付金を支給します。支給要件や必要書類など詳しくは、上記へお問い合わせください。

基本給付　�18歳までの子または20歳未満で中度以上の障害がある子を監護している人で、下記のいずれか
に該当する人

　①令和2年6月分の児童扶養手当が支給される人
　②�公的年金など（遺族年金、障害年金、老齢年金など）を受給しており、令和2年6月分の児童扶養手当の支

給が全額停止となっている人（平成30年中所得が児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る人に限
る）

　③�新型コロナウイルス感染症の影響を受け、直近の収入が児童扶
養手当の対象となる水準に下がった人

追加給付　�基本給付の①または②に該当し、新型コロナウイルス感
染症の影響を受けて家計が急変し、収入が減少した人

支給金額　基本給付…1世帯あたり5万円
　　　　　　　　　　（第2子以降ひとりにつき3万円追加）
　　　　　追加給付…1世帯あたり5万円

申請方法および支給日
　　　　　基本給付①…申請不要〔�8月4日（火）に児童扶養手当振込口座に支給〕
　　　　　基本給付②・③、追加給付…８月３日（月）～令和3年2月26日（金）にこども家庭相談課へ申請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9月下旬より順次支給予定）

問�こども家庭相談課　☎(582)1159　5(582)1138

○�新型コロナウイルス感染症の影響で事業収入が減少した中小事業者に対する償却資産および事業用家屋に
係る固定資産税・都市計画税を令和3年度に限り軽減します

内�令和2年2月～10月の任意の連続した3ヵ月間の事業収入の減少割合が、
前年の同じ期間と比べて

・�30％以上50％未満の場合、2分の1を軽減
・�50％以上の場合、全額を軽減
対�認定経営革新等支援機関（中小企業庁や金融庁から認定を受けた税理士

や金融機関など）から事業収入の減少認定を受けた、下記のいずれかに該
当する中小事業者（大企業の子会社などは除く）

・�資本金の額または出資金の額が1億円以下の法人
・��資本または出資を有しない法人の場合、従業員1,000人以下の法人
・�従業員1,000人以下の個人
申�令和3年１月４日（月）～２月１日（月）（予定）に税務課へ申請

○生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置を拡充・延長します
　「先端設備等導入計画」の対象設備に事業用家屋、構築物を追加し、生産性向上特別措置法の改正を前提に、
取得期限を令和5年3月31日まで延長します。また、当該設備に固定資産税が新たに課税される年度から3年
間、税額を0円とします。
　詳しくは、税制については税務課へ、「先端設備等導入計画」の認定申請などについては商工観光課〔☎・有

（582）1131　5（582）1166〕へお問い合わせください。

認定経営革新等支援機関一覧

金融機関以外

金融機関

新型
コロナ
支援

新型
コロナ
支援

広報もりやま　2020.8.1   No.1293
9

時日時 所場所 内内容 講講師 対対象 定定員 ￥費用 持持ち物 申申込方法 他その他 問問い合わせ 有有線電話


